
開設者 医療機関名 変更の概要 変更時期

一般病床 20床 一般病床 2床 急性期 20床 急性期 2床

稼働病床数 0 稼働病床数 0 稼働病床数 0 稼働病床数 0

非稼働病床数 20 非稼働病床数 2 非稼働病床数 20 非稼働病床数 2

療養病床 60床 療養病床 60床 回復期 60床 回復期 60床

稼働病床数 60 稼働病床数 60 稼働病床数 60 稼働病床数 60

非稼働病床数 0 非稼働病床数 0 非稼働病床数 0 非稼働病床数 0

合計 80床 合計 62床 合計 80床 合計 62床

精神病床 254床 精神病床 228床 急性期 床 急性期 床

稼働病床数 60 稼働病床数 60 稼働病床数 稼働病床数

非稼働病床数 194 非稼働病床数 168 非稼働病床数 非稼働病床数

合計 254床 合計 228床 合計 床 合計 床

病床機能等の変更報告

変更予定の病床

変更前 変更後 変更前 変更後

許可病床数

福島県厚生
農業協同組
合連合会

鹿島厚生
病院

一般病床の
一部廃止

令和7年9月30日

医療機能別病床数

公益財団
法人

金森和心会

雲雀ヶ丘
病院

精神病床の
一部廃止

許可病床数
医療機能別病床数

（精神病床は対象外）

令和7年8月31日

変更前 変更後 変更前 変更後

資料１-１



開設者 医療機関名 変更の概要 変更時期

病床機能等の変更報告

変更予定の病床

一般病床 17床 一般病床 0床 急性期 17床 急性期 0床

稼働病床数 0 稼働病床数 0 稼働病床数 0 稼働病床数 0

非稼働病床数 17 非稼働病床数 0 非稼働病床数 17 非稼働病床数 0

合計 17床 合計 0床 合計 17床 合計 0床

医療法人
新生会

レディース
クリニック
はらまち

一般病床の
廃止

許可病床数 医療機能別病床数

令和7年9月8日

変更前 変更後 変更前 変更後
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第８次福島県医療計画の
中間見直しについて

令和７年１２月
地域医療課

1

資料２ー２

医療計画の評価及び見直しについて（第１章第７節抜粋）

2

施策や取組と、地域住民の健康状態や患者の状態などの成果（アウトカ
ム）の関係性を明確にした上で、毎年度、指標による評価及び進捗管理
を行うとともに施策や取組について効果検証を行う。
※特に５疾病・６事業及び在宅医療の各分野においてロジックモデルを活
用して指標（総数４７０）を設定。

○進捗管理

「地域編」に掲げた各圏域の個別施策について、毎年度、地域医療構想調
整会議等において評価・検証・進捗管理を行う。

○評価・検証

本計画の進捗状況や評価・検証の結果については、原則として県のホーム
ページ等において公表するとともに、必要に応じて施策や取組に反映さ
せる。

○公表

毎年度の評価・検証プロセスにおける、各分野の協議会等や福島県医療
審議会（保健医療計画調査部会）での意見を踏まえ、より効果的なもの
になるよう必要に応じて施策や取組の見直しを行う。

○見直し・報
告等

【計画に盛り込んだ内容】

1

2



第８次医療計画の中間見直しなど

3

第８次福島県医療計画の中間見直し（令和８年度）については、国指針に基づき外来・在宅、
医師確保計画に係る後期計画の見直しを基本として、福島県医療審議会に諮問する予定。
適宜、見直し状況を調整会議で共有することとし、国指針により各調整会議で意見を聴取する
必要がある場合は議題として設定する（現時点ではなし）。
現医療計画の本体部分に係る中間見直しは想定されていないものの、医療計画地域編では進行
管理を継続するとともに、「圏域における重点的な取組」の内容について第９次医療計画に向
けて「新たな地域医療構想」との整合性を図りながら点検を行う。

医療計画については、医療法第30条の６により、外来・在宅医療、医師の確保に関する事項に
ついて、３年ごとに調査、分析及び評価を行い、必要があると認めるときは計画を変更するこ
ととされている。

国が設置した「地域医療構想及び医療計画等に関する検討会」においては、地域医療構想の策
定に係るガイドラインに加え、医療計画のうち外来・在宅、医師確保計画に係る後期計画につ
いて検討が進められ、年度内に指針の発出が予定されている。その他の分野については、WG
で第９次医療計画に向けて検討を進めていく。

【参考】地域医療構想、医師偏在対策等に関する国の検討体制

4※令和７年７月４日第116回社会保障審議会医療部会資料を加工

3
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【参考】地域医療体制の整備に関する協議の場と協議事項

5

令和７年８月27日地域医療構想及び医療
計画等に関する検討会資料

第８次医療計画（地域編）の進行管理（試行）について
【令和７年度以降の地域編評価・分析の方向性】
引き続き、地域編では「圏域における重点的な取組」について、関連指標

の結果や取組実績を踏まえ、調整会議での意見を伺いながら、
地域の現状分析や今後の課題・方向性等をまとめていく。
※令和７年度以降においても地域の医療体制を評価できる
（補完）指標の追加や、取組実績の達成状況を踏まえながら、
「圏域における重点的な取組」を「新たな地域医療構想」と整合をと

りながら分析・評価する。

6

5

6



7

【地域編に係る評価書様式の構成とＰＤＣＡサイクルの関連性】

１ Ｐ：重点的取組の目標別
○ 地域編で各圏域で設定した目標ごとに取組の評価・分析を行う

２ Ｄ及びＣ：関連指標の結果及び令和○年度取組実績
○ 各圏域の取組に対する定量的評価を行うため、関連指標の結果
記載する（Chek）。令和６年度評価時には各圏域で指標の設定が
行われた。

○ 令和○年度取組実績として、策定した具体的な取組が行われた
か、どのような結果になったか記載する（Do）。

３ Ｃ：現状分析
○ 重点的な取組全体について、地域の現状を分析する。５疾病・６事業などと同様、事業と関連
指標との因果関係（セオリー評価）やアウトカムの分析について記載する（Chek）。

４ Ａ：今後の課題・方向性など
○ 指標結果や現状分析等を踏まえ、次年度や中間見直し等（Action）に向けて見直すべき事柄等
について明記し、さらに地域医療構想調整会議等での意見を記載する。

各圏域で２〜３項目を策定
している重点的な取組の目
標別に記載

策定当初は、指標設定され
なかった５圏域で、令和６
年度評価書において新たに
関連指標が掲載されたとこ
ろ。

第８次医療計画（地域編）に係るＰＤＣＡサイクル

第８次医療計画の評価・見直しに係るスケジュール（想定）

（令和７年度評価に係る想定スケジュール）※昨年度分同様

○令和８年１月以降：令和７年度評価書地域編の一次評価を確定。
○令和８年３月下旬：令和７年度一次評価を保健医療計画調査部会に報告
○令和８年８月下旬まで：令和７年度評価を医療審議会に報告

（令和８年度計画中間見直し係る想定スケジュール）

○令和８年３月末まで：第８次医療計画に係る中間見直しの策定指針が発
出（外来医療計画、在宅医療に係る事業、医師確保計画の後期計画）
※事前に医療審議会へ諮問

○令和８年４月〜12月：保健医療計画調査部会や関連協議会等で記載内容
を議論

○令和９年１月頃：パブリックコメントを実施
○令和９年３月 ：福島県医療審議会から答申

8
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①増加する高齢者救急への対応
必要なリハビリテーションを適切に提供し、早期に自宅等の生活の場に戻ることができる支援体制の確保やかかりつ
け医機能の発揮等を通じて、在宅医療を提供する医療機関や高齢者施設等の対応力強化が求められる。

②増加する在宅医療の需要への対応
医療機関や訪問看護ST等の連携により、地域での24時間の提供体制構築が求められるほか、外来医療についても、時
間外対応等のかかりつけ医機能を発揮して必要な提供体制を確保することが求められる。

③医療の質や医療従事者の確保 ④必要な医療提供の維持

地域医療構想調整会議に向けた協議について

・85歳以上を中心に高齢者数は、2040年頃のピークまで増加すると見込まれ、2040年の医療需要は、2020年と比較し
て85歳以上の高齢者の救急搬送は75％増加し、在宅医療の需要は62％増加すると見込まれる。
・一方で、外来医療については、全国的にすでに需要が減少傾向にあるものの、診療所医師の高齢化や医業承継問題等
の懸念があるため、適切な外来医療提供体制の確保が課題。また、多くの医療資源を要する手術については、全ての診
療領域で2040年にかけて、半数以上の構想区域において手術件数が減少すると見込まれる。
・生産年齢人口の減少に伴い、医療従事者確保の制約が増す中で、労働環境の改善や医療DX、タスクシフト・シェア等
の推進が重要。
・都市部では増加する高齢者救急の受入体制の強化、早期に自宅等の生活の場に戻ることができる支援体制の確保及び
在宅医療の受け皿整備が課題。過疎地域では、患者や医療従事者の減少に対応しながら地域の実情に応じて必要な医療
機能を維持することが特に課題。

2040年頃の医療をとりまく課題

新たな地域医療構想の基本的な方向性

地 域 医 療 課
令和７年1２月１７日

国からガイドラインが示されるのはR7年度中

1
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地域医療構想調整会議に向けた協議について

【国の方針から見えてくる問題認識】
① 2040年における医療需要や医療・介護人材の将来予測等をデータで提示することにより、「2040年までにどのようなことが地域で期待
され、何が必要なのか、だから今からすべきことは何か」というバックキャストで議論し、「治し支える」医療と多様な介護が分断され
ず、必要な連携・専門職への相談体制が確保され、医療情報のみならず、外来・在宅、介護等の見える化された情報に基づき、自ら選択
できる体制を整備する必要がある。

② 上記体制を構築するため、地域内におけるさまざまな医療需要に対応できるよう「治す医療」を担う医療機関と「治し支える医療」を
担う医療機関の役割分担を明確化するとともに、「病病連携」、「病診連携」を通じて、さらなる医療機能分化・連携を推進する必要が
ある。また、二次医療圏域による医療・介護の水平的連携を基本としつつ、より高度な医療が必要な場合は、圏域を越えて、それらに対
応できる県立医大を中心とした医療機関への円滑なアクセスの確保や容体の変化に応じた地域における受け入れ体制を確保していく必要
がある。

③ 少子高齢化・人口減少社会にあって、医療DX等を推進し、限られた医療従事者による質の高い医療やケアを効率的に提供する体制を構
築するとともに、保健・医療・介護の情報を自分自身で一元的に把握することで、個人の健康増進につなげ、医療・介護分野における負
担軽減への取組や過疎地域など地域の実情に応じた医療機能の維持に係る取組を進める必要がある。

【本県の方向性（仮説）】
① 2040年における医療需要や医療・介護人材の将来予測等のデータを用いて、入院だけでなく外来・在宅、介護、人材も含めた将来ビ
ジョン・方向性（→「地域完結型」の医療・介護提供体制）を議論する必要がある。その際、高齢者の医療需要の増加が見込まれる都市
部の地域や高齢者の減少により医療需要の減少がすでに見込まれる過疎地域など、地域の実情に応じた異なる医療・介護提供体制の整備
が必要となってくるのではないか。

② 身近な地域において、適切に医療・介護を受けながら生活し、必要に応じて入院して、日常生活に戻ることができるよう、患者にとっ
て分かりやすい医療・介護提供体制を構築していくため、従来の構想区域だけでなく、在宅医療等に関するより狭い区域を設定するなど、
医療・介護提供体制全体の課題解決を図るための地域に根差した実効性ある議論を進める必要があるのではないか。

③ 人口減少や高齢化の進展により医療機関へのアクセスが低下することに対し、デジタル技術等の活用による高度な医療への対応や効果
的かつ効率的な医療提供体制の強化等が重要であり、地域の実情に応じたオンライン診療などの仕組みを積極的に導入していく必要があ
るのではないか。

新たな地域医療構想に対する地域医療課の考え方等
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　　　　　　　　　　　　(事務担当　副主査　細川　電話024－521－7915)






